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巻 頭 言

福島原子力事故以来、エネルギーの将来についての議論は百家争鳴状態である。十分
な考察を欠く非現実な議論の中に紛れているが、長期的な視点から見て傾聴に値する問
題提起もある。わが国のエネルギー政策の基本目標は、供給安定性、経済性、環境適合
性の３Eであるが、それらすべてを支える重要な柱である原子力への信頼が失われた。
原子力依存の低減は、政策目標というより現実の制約として受け止める必要がある。
この問題に対応するためには、エネルギーシステムの構造変化が必要であり、その鍵を握るのは需要側の能動化で
ある。更に一層の省エネを進めるためにも、出力が自然変動する太陽電池や風力発電の大量導入を受け入れるために
も、そして今回のような大規模災害に対してエネルギー供給の強靭性を確保するためにも、エネルギー需給情報を社
会全体で共有し、需要側におかれた種々のエネルギー機器をエネルギーシステム全体の運用に動員する必要がある。
この需要側の能動化はエネルギー供給に分散型の資源を本格的に導入することを意味し、分散する需要をネットワー
ク化して集中型の供給源で賄うという従来のエネルギーシステムの基本構造に大きな変化をもたらすことになる。こ
れは大きな挑戦である。
歴史的にみても、18世紀の動力革命や20世紀の電力システムの展開に相当するエネルギーシステムの大きな構造

変化になる可能性がある。18世紀の動力革命では、熱を動力に変換する技術革新により、制御可能な動力源の単位出
力の飛躍的増大が可能となり、産業革命をもたらした。20世紀の電力システムの展開は、効率的な大規模電源による
安価な電力を、ネットワークを通して分散する多数の小規模需要に供給することを可能にし、工場や生活形態を一新
させた。電力システムのような大規模供給と多数の小規模需要のネットワーク化は、都市ガスやガソリン等の燃料利
用においても実現している。
需要側の能動化による需給両面における分散と集中のネットワーク化は、エネルギーシステムを社会システムと統
合することになる。これは単にエネルギーシステムの構造変化だけではなく、エネルギーシステムの運用が、供給者
主導から消費者選択の重視へと変化する可能性を開くことになる。また一方では、個人情報保護問題やサイバーテロ
など、情報化する社会の中で発生する様々な問題がエネルギーシステムの脅威になる恐れもある。エネルギーシステ
ムの研究者として、次世代エネルギー・社会システムの地域実証など具体的な課題に積極的にチャレンジし、この構
造変化がわが国社会の発展に寄与する道を探りたい。

地球環境産業技術研究機構（RITE）理事・研究所長

山地　憲治

エネルギーシステムの構造変化
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エネルギー機器の性能や信頼性の向上を実現するためには、様々なエネルギー輸送や変換プロセスの複雑現象を解明すること

や、高度な設計技術を構築することが不可欠となりますが、数値シミュレーションはその強力な武器となります。本稿では、東京大

学におけるエネルギーに関わる計算科学、特にナノ・ミクロなスケールを含むマルチスケールの数値シミュレーションに関する研究を

行っている研究室を紹介します。

東京大学におけるエネルギーに関連する計算科学の研究

　工学系研究科山下・牛山研究室では、理論化学計算に

基づいてエネルギー変換の基礎過程に関する研究を行って

いる。

（1）太陽光エネルギー変換における電子ダイナミクス

　太陽光エネルギー変換の基礎過程として、光励起された

分子系の電子ダイナミクスに注目し研究を行っている。有機

薄膜太陽電池については、光エネルギー変換向上の鍵とな

るDonor/Acceptor分子異種界面でのエキシトン・ダイナ

ミクスを電子状態計算と量子マスター方程式により解析し、

Donor/Acceptorの配向が電荷分離に強く影響すること

を明らかにし、界面nmスケール・分子スケールでの界面設

計による高効率化を提案している。一方、色素増感太陽電

池のエネルギー変 換 効 率を上 げるために、最 適な

HOMO-LUMO準位と強い光吸収強度をもつ色素の設計、

また励起状態での電子ダイナミクスと関連して色素の励起

状態から酸化チタンの伝導帯への電子注入過程に注目し

研究を行っている。酸化チタンに代表される光触媒作用は、

材料の電子励起が重要な過程であり、現象解明のために

は表面電子励起状態の解析が不可欠である。酸化チタン

に光が照射されると電子－正孔対がクーロン相互作用した

エキシトンが生成し、このエキシトン状態の表面電子・正孔

分布や寿命が光触媒反応過程を理解するための鍵になる

と考え、光触媒反応の初期過程としてのエキシトン状態の

Bethe-Salpeter方程式による理論的解析を行っている。

（2）燃料電池や二次電池の電極材料の電子状態

　燃料電池電極のPt代替材料として遷移金属窒化物やグ

ラフェンに代表される炭素材料に注目し、表面触媒反応とし

ての酸素還元反応の初期過程に関して第一原理計算を行

　新領域創成科学研究科、飛原・大宮司・党研究室では、

効率の良い湿度管理を目指したデシカント空調システムに関す

る研究を行っている。

飛原・大宮司・党研究室
（飛原英治教授、大宮司啓文准教授、党超鋲准教授）

h t t p : / / w w w. h e e . k . u - t o k y o . a c . j p / i n d e x . h t m l

新領域創成科学研究科人間環境学専攻

山下・牛山研究室
（山下晃一教授、牛山浩准教授）

h t t p : / / w w w. t c l . t . u - t o k y o . a c . j p /

工学系研究科化学システム工学専攻

渡邉・多田研究室
（渡邉聡教授、多田朋史特任講師）

h t t p : / / c e l l o . t . u - t o k y o . a c . j p /

工学系研究科マテリアル工学専攻

図２  分子シミュレーションのスナップショット（左図）、水の密度分布（右図）

図１  メソポーラスシリカのSTEM画像（左図）、
 各種吸着材への水蒸気吸着等温線（右図）

っている。また新規リチウムイオン電池正極材料として注目

されているピロリン酸化合物を対象として、Liの挿入・脱離

によるエネルギー変化と構造変化および二電子反応の可能

性や、構造と出力特性の関係性、また組成式中の遷移金

属種の違いによる挙動の変化を理論的に検討し、高容量な

正極材料の設計指針を与えることに取り組んでいる。

図２  HOMOからLUMO+2への電子遷移後、
 電荷分離状態への電子緩和ダイナミス

図１  TFB/F8BT錯合系の⒜構造、⒝HOMO、⒞LUMO、⒟LUMO+2

　湿度の調節は快適な環境をつくりだすため、あるいは、産

業における様々な工程の要求を満たすために必要である。エ

アコンを用いて除湿を行う場合、露点まで温度を下げることに

より、水蒸気を結露させ、水分を取り除く。露点が目標温度よ

りも低い場合は、再加熱を行い、目標温度に調整する。一方、

デシカント材（吸湿材）を用いて除湿を行う場合、適当なデシカ

ント材を選択することにより、温度を下げることなく水分を取り

除くことができる。ただし、デシカント材を機械装置に用いる際

には、除湿、乾燥を繰り返し行う必要があるため、吸着性能

が優れているだけではなく、容易に乾燥させることができるデ

シカント材が望ましい。

　デシカント空調システムの研究には主に、⑴システムの最適

化、⑵機械要素技術の開発、⑶材料設計の３つがある。これ

らは互いに関連するものであるが、高温多湿の環境下で大量

の除湿を必要とする状況から低温低湿の環境下で精密な湿

度管理を行う状況へ、より厳しい環境下での湿度管理を目指

すほど、素材レベルからの研究開発が重要になる。ここでは、

メソポーラスシリカという二酸化ケイ素を材質とした多孔質材料

に注目した研究を紹介する。

　メソポーラスシリカは、均一なサイズのナノ細孔が規則的に

配列しているという特有の細孔構造をもつ。メソポーラスシリカ

は、界面活性剤が形成するミセル構造をテンプレートとして合

成され、テンプレートのサイズを変えることにより、細孔径を制

御することが可能である。図1はメソポーラスシリカの走査透

過型電子顕微鏡（STEM）画像を示している。この材料は直

径4nm程度で、シリンダー状の細孔を持つことがわかる。また、

その水蒸気吸着特性は従来の材料にない特徴的なものであ

り、細孔径に応じて特定の相対湿度で細孔への毛管凝縮に

よる大きな水蒸気吸着量変化を示す。また、水蒸気の脱着（毛

管蒸発）を低温で行うことが可能である。したがって、これま

で利用不可能であった50℃程度の低温排熱を利用した省エ

ネルギー性の高いデシカント空調用への応用が期待されてい

る。図2はメソポーラスシリカに吸着する水の分子シミュレーシ

ョンについて、スナップショットと水の密度分布の計算例を示し

ている。毛管凝縮や毛管蒸発が起こる相対湿度は、細孔径、

細孔表面の状態、温度など僅かな違いで大きく変わることが

知られているが、その状況を再現したり、細孔内部の水の構

造的・動的性質を明らかにしたりする研究を行っている。また、

現在は、積極的に界面状態を制御することにより、様々な吸

着特性や移動特性を創り出す研究「ナノ細孔における吸着・

移動現象の制御と高機能相界面の創成」にも取り組んでいる。

将来は、デシカント材の開発に留まらず、フィルターや触媒な

ど様々な環境・エネルギー技術に用いられているナノ細孔を有

する多孔質材料の開発へ繋げていきたいと考えている。

　工学系研究科 渡邉・多田研究室では、高いエネルギー変

換効率が期待できる固体酸化物形燃料電池（Solid Oxide 

Fuel Cell、以下SOFC）に関する理論研究を行っている。

（1）SOFC燃料極三相界面の電子状態計算

　SOFCは高いエネルギー変換効率が期待できる燃料電池

であるが、そのエネルギー変換過程の微視的理解は進んで

おらず、そのため変換効率を上げるための界面設計指針な

どの導出が未だ明確になっていない。そこで、本研究では

SOFCの燃料極をターゲットとして、燃料酸化反応が進行す

る三相界面現象の微視的理解を目指して第一原理計算によ

る理論研究を行っている。本研究では、これまでに多くの研

究がなされているNi/YSZ（イットリア安定化ジルコニア）サー

メット電極を計算対象として選択した。計算を進めるにあたっ

て、燃料酸化反応の舞台となる三相界面構造を原子レベル
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　固体酸化物形燃料電池（SOFC）をガスタービン複合発電システ

ムのトッピングサイクルに設置したトリプル複合発電システムは、発電

効率の大幅向上を可能にする次世代型発電技術として注目されて

いる。そこで本研究室では、SOFCの更なる信頼性向上を目標とし

て、ミクロからメゾスケールにわたる様 な々シミュレーション技術を

活用し、SOFCに内在する以下のような現象解明に取り組んでいる。

（1）SOFC電解質のイオン拡散の原子スケール解析

　SOFC電解質は、空気極から燃料極へと酸素イオンを輸送す

る役割を担っており、高イオン伝導性を持つ電解質を設計するた

めには、酸素イオンの拡散メカニズム理解が不可欠となる。そこ

で本研究では、代表的な電解質材料であるイットリア安定化ジル

コニア（YSZ）を対象に、反応経路解析・分子動力学法・カイネ

ティックモンテカルロ法を駆使し、原子スケールから自己拡散特

性予測を行っている。本計算により、酸素イオン拡散の活性化エ

ネルギー障壁が、周辺陽イオンの局所配置に強く影響されてい

ることを見出し、酸素イオン拡散の律速経路の同定が可能となっ

た（図１）。一方、電解質中の陽イオン拡散は、SOFC劣化を支

配する重要なプロセスであるが、極めてゆっくりと進行する長時

間スケール現象であるため、原子計算からすると“まれな現象”

となる。本研究室では、こうした“まれな現象”を直接追跡できる

分子動力学法の加速化技術の開発にも力を注いでいる。実際

に、SOFC作動温度領域において陽イオンの移動過程を再現し

た加速化計算を実施し、活性化自由エネルギーや活性化エント

ロピーといった頻度パラメータの獲得に成功している（図１）。

（2）SOFC燃料極微細構造の時間発展のメゾスケール解析

　SOFCの燃料極は、NiとYSZ粒子が混合した多孔状の複雑

な微視構造を有しているため、SOFC高温作動時にNi粒子の

凝集・粗大化が進行してしまうと、燃料極中の電気化学反応場

が時間とともに減少し、SOFCの性能劣化に直結する。そこで、

Ni-YSZ多孔構造の時間発展予測を目的とし、サブミクロンオー

ダーのNi結晶粒を基本サイズとしたカイネティックモンテカルロ法

ベースのシミュレーター開発に取り組んでいる（図２）。本研究は、

鹿園研究室（生産技術研究所）が確立しているFIB-SEMを用

いた三次元実構造復元技術との連携を図りながら、シミュレータ

ーの高精度化を目指している。

酒井・泉・原研究室
（酒井信介教授、泉聡志准教授、原祥太郎特任講師）

h t t p : / / w w w. f m l . t . u - t o k y o . a c . j p /

工学系研究科機械工学専攻

固体酸化物形燃料電池材料の微視的構造変化に関する

第一原理および原子モデリング解析

　固体酸化物形燃料電池（SOFC）は発電効率の高さや廃

熱利用性など多くの利点を有するが、運転時間と共に性能

が劣化することが問題となっている。この原因として、高温

動作による原子拡散等のために微視的構造変化が生じるこ

と、水環境中で誘起される相変態が局所応力を生じ構造欠

陥が発生すること、などが考えらえているが、その動的過程

を実験で明らかにすることは難しい。そこで、第一原理計算

や原子モデリングシミュレーションを用いた理論解析によるメカ

ニズムの解明が期待されている。当研究室では、SOFCの

電解質として用いられるセラミック材料（YSZ、ScSZなど）の

構造不安定性について第一原理計算による定量的な評価を

行っている。とくに、水分子（水素、水酸基）が不安定変形

モードに及ぼす影響を評価することで、水環境における相変

態発生のメカニズムを明らかにすることを目指している。さら

に、SOFC電解質材料や電極材料の微視的構造変化に関

する上位スケールのシミュレーション（分子動力学法、動的モ

ンテカルロ法）を高い精度で実現するために不可欠となる原

　天然資源から得られるエネルギーの多くは利用されずに熱

として排熱されており、持続的社会の実現に向けてはこの排

熱を他のエネルギー形態（電気など）に変換したり、蓄えたり

塩見研究室
（塩見淳一郎准教授）

h t t p : / / w w w. p h o n o n . t . u - t o k y o . a c . j p

工学系研究科機械工学専攻

梅野研究室
（梅野宜崇准教授）

h t t p : / / w w w. c m s m . i i s . u - t o k y o . a c . j p /

生産技術研究所基礎系部門

図1  マルチスケール解析手法による材料の熱設計、
 及び熱エネルギー有効利用への応用図2  Ni/YSZ放電許容反応場における燃料酸化過程

図2  Ni-YSZ燃料極解析モデル

図1  YSZ中の酸素イオン拡散の反応経路解析（左）
 加速化分子動力学法概念図（右上）YSZ中の陽イオン拡散（右下）

図1  Ni/YSZ三相界面の放電許容反応場（右）と禁制場（左）

して再利用する技術が重要である。当グループでは、分子

から連続体へのマルチスケールな視点で材料・システムを評

価・デザインすることによって、熱エネルギーの有効利用へ

貢献することを目指している。例えば、熱電変換材料の変換

効率向上を狙って、結晶材料の熱伝導、電気伝導、熱起

電力の解析を行っている。その中でも特に、制御性の高いフ

ォノンによる熱伝導の解析に力を入れており、密度汎関数理

論による原子間力定数の計算、非調和格子動力学法や分

子動力学法によるフォノンの輸送物性の計算、さらにはフォノ

ン・ボルツマン輸送方程式を基にしたモンテカルロ法によるナ

ノ構造効果の計算を連成させることで、第一原理に基づい

たマルチスケール解析手法の開発を進めている。このような

解析手法を応用して、フォノンの波数、周波数、偏向に依

存する微視的な輸送特性を定量的に評価し、ナノ構造や界

面を利用してフォノンや電子の輸送を制御する分子熱工学の

実践を狙っている。また、同様のマルチスケール的なアプロ

ーチを用いて、固液伝熱界面や細孔内流動などにおいて重

要となる動的濡れ現象や、新しい熱伝導材料の開発に向け

た機能性高分子複合材などの研究も行っている。

で構築する必要があるが、この三相界面構造は本質的に複

雑多様なものであり、そのすべてのパターンにおいて電子状

態計算・反応経路解析を行うことは事実上不可能である。そ

こで、三相界面構造を電気化学的側面から系統的に分類で

きる指標を導出すべく界面構造と電気化学的性質の相関を

検討したところ、図１に示したようにNiとYSZとの接触面にお

ける構造が“線”接触型か“点”接触型かの違いによって反応

場として性質が変わってくることを見出した（前者が放電許容

反応場、後者が禁制場）。この分類法に従うことで、電気化

学反応の反応解析が効率よく行えることが可能となった。

（2）SOFC燃料極三相界面での燃料酸化反応解析

　放電許容反応場モデルを用いることで、燃料水素の吸着過

程から、水素の反応場への到達、そして酸化反応を経て水

発生反応までが第一原理計算によりシミュレートできる。本研究

では、最小サイズの放電許容反応場モデルを用いて、この水

発生反応の最終プロセスまでの反応経路解析を行っている

（図２）。その結果、実験で確認されている水素スピルオーバー

メカニズムの妥当性が確認でき、加えて、過剰な水酸基飽和

状態が誘起する水発生の最終反応プロセスが三相界面直下

にて極端に低い活性障壁で進行することを見出している。現

在も、他の反応メカニズムに関する解析が進行中である。
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CEE Newsletter  No.136
（エネルギー工学連携研究センター　鹿園 直毅）

鹿園研究室
（鹿園直毅教授）

h t t p : / / w w w. f e s l a b . i i s . u - t o k y o . a c . j p /

生産技術研究所

　生産技術研究所鹿園研究室では、将来のエネルギー変換

の主要な技術と期待されている固体酸化物形燃料電池

（Solid Oxide Fuel Cell、以下SOFC）を対象に、その電極

反応および電極微細構造に関する研究を行っている。固体酸

化物形燃料電池は燃料電池の中でも発電効率が高く、多様

な燃料が使用可能であることや、排熱利用も含めたシステム効

率が高い等の利点を有する。また、小型化に伴う性能低下が

小さいため、分散電源としての適用も想定されている。その一

方で、SOFCは600℃程度以上の高温の酸化あるいは還元雰

囲気で動作するため、熱応力や材料の反応・拡散等を抑制

するための材料設計と、その材料を効率良く安定に使いこな

すためのシステム設計技術を高度にリンクさせる必要がある。

Report

　石油の国アラブ首長国連邦。ドバイは言わずと知れた近代都市だが、アラブ首長国連邦の中でも最大の面積、人口、
収入を持ち、その石油資源により著しい発展を遂げているのがアブダビである。まだ建設中のビルなどが目立つも
のの、いささか「完成」された趣を感じさせるドバイと比較して街が急速に整備され、今回訪問したアブダビ石
油大学（Abu Dhabi Petroleum Institute）やそれと双璧を成すマスダール大学（Masdar Institute of Science 
and Technology）などの若い大学も創設されたアブダビは「これから」の勢いが予感される。
　自国にほとんど資源を持たない日本と比較して、膨大な量の化石燃料を持つアブダビではエネルギーに対する大
きな意識の差を感じた。アブダビではいかに効率良く多くの石油資源を回収するかに重点を置いていて、二酸化炭
素の回収技術は石油増進回収（EOR：Enhanced Oil Recovery）を目標に据え、日本や欧米諸国で頻繁に耳にする二
酸化炭素の回収貯留（CCS：Carbon Capture Storage）と言う言葉はあまり聞かれない。国民にも省エネルギーの思
想はあまり浸透していなく、大きな車が行き交い、街の演出も潤沢に湧き出るオイルマネーによる力技を感じた。
　しかし資金面で余裕があるため、新しい技術や環境への配慮に関して積極的であり、省エネルギーや環境への配
慮に関して大国であるはずの日本では感じられない「身軽さ」が感じられた。North East Babの油田では周囲の環
境への影響を配慮からマングローブの栽培を行い、また万が一のオイル漏れに対しても万全の対策が成されている。
電気は石油を掘る際に発生するメタンガスをコンバインドサイクルで高効率に作り、さらにその廃熱は海水の淡水化

アラブ首長国連邦 アブダビ石油大学訪問（2012/3/1- 5）
The promotion of the international collaboration between Abu Dhabi The Petroleum Institute（PI） and The University of Tokyo（UT）

アブダビ石油大学と東京大学との連携事業

東京大学大学院工学系研究科機械工学専攻　堤研究室　修士2年　小谷 唯
「アブダビPI 訪問記」　

東京大学大学院工学系研究科機械工学専攻　堤研究室　修士1年　水野 寛之
「UAE訪問と現地での所感」

に用いてコージェネレーションを行っている。また全体からしては
少ないものの、PIでも電気工学科で再生可能エネルギーの研究を行っ
ており、機械工学科では現在たくさん余っている廃熱を利用して化
学ヒートポンプにより空調利用をする研究なども行っている。この
ように置かれている現状が日本と違うとは言え、省エネルギーなど
に関する研究も行っている。資源を供給する国と供給される国では
win ‒ winの関係を築くのは簡単ではないと感じたが、築く事ができ
れば日本とは違う視点から省エネルギーを見ているため、共通のト
ピックについて議論する事で新しい発見が生まれる可能性も多いに
あり得るのではないだろうか。

　今回のアラブ首長国連邦（UAE）の訪問により日本では気づかない多くのものを学んだ。まず経済についてで
ある。UAEの経済は日本の経済とそん色ないほど発達しているように感じ、ある部分では、日本よりも豊かであ
ると感じた。UAEナショナルの住宅は日本のものとは比較にならないほど大きく、また街の中を走っている車の
大部分が高級車であり、資源国の急成長を感じた。今回の訪問では、DubaiとAbu Dhabiを見て回ったが、両都
市とも建設途中のビルが多数あり、今後のさらなる成長を予見させるものであった。しかし、経済格差も非常に
大きいように感じた。ナショナルの人口は20%程度であり、国民の大部分は外国からの出稼ぎ労働者である。外
国人労働者の月収は2～3万円程度であり、高級車を買うことが可能なナショナルと比較すると至大な格差が存
在するものと考えられた。実際、ホテルや店舗のスタッフはほとんどが外国人労働者であった。この点は今後重
大な問題となるのではないかと感じる。しかし、日本は人口の減少が始まり外国人労働者の受け入れに関して議
論が行われるようになったが、移民の受け入れを始めて久しいUAEから学ぶことは数多くあると思う。

図２  第一原理計算に基づくSOFC材料の原子間ポテンシャル構築

子間ポテンシャルの開発を行っている。このためには、3元系

以上の多元系に対応したポテンシャルの高効率フィッティン

グ、電荷移動型ポテンシャルの構築などが必要となるが、こ

れを可能とするため遺伝的アルゴリズムを用いた汎用性の高

いポテンシャルフィッティングソフトウェアを開発している。

図１  第一原理計算による水環境中のYSZの構造不安定解析

図2  燃料極内イオン電流線（赤）と電子電流線（青）

図1  燃料極酸化物イオンポテンシャル分布　

その中でも、電極の高活性化は必須の命題であるが、電極の

活性は反応ガス、電子、イオンの導電パスや、反応サイトであ

る三相界面（Three phase boundary）の密度を決定する微

細多孔構造に大きく影響される。しかしながら、サブミクロンス

ケールの複雑な3次元構造を高分解能かつ高精度に定量化

することは困難なため、微細構造を再構築する試みは限られ

ており、微細構造と分極特性を定量的に対比した研究は極め

て少ない。構造が複雑なため局所の反応機構の解明も遅れて

おり、電極設計は経験と直観に依存したものとなっている。電

極の反応機構を解明し、その設計革新を実現するためには、

最先端の計測技術や数値シミュレーションを駆使した設計技術

群が必要である。以上のような背景に基づき、本研究室では

電極微細構造と三相界面での反応機構を定量的に明らかに

し、SOFC電極の設計革新を実現するための取り組みを進め

ている。一例として、FIB-SEM（収束イオンビーム走査型電子

顕微鏡）を用いてSOFC電極の3次元微細構造を定量化し、

その構造での電極過電圧を格子ボルツマン法数値シミュレーシ

ョンで求めた研究を紹介する。図1に燃料極中のイットリア安定

化ジルコニア表面の酸化物イオンポテンシャル分布を、図2に

電解質（左側）から拡散してきた酸化物イオンの電子が三相界

面で放出され電子電流として集電面（右側）に流れる様子を示

す。このような計測と数値シミュレーションを行うことで、電極過

電圧といったマクロな実験データと、局所のポテンシャル分布

や電気化学反応速度を定量的に関連づけることができる。本

手法は、電極反応の機構解明に有益な情報を与えるとともに、

分子動力学法、動的モンテカルロ法、第一原理計算等を組み

合わせたマルチスケールシミュレーション技術の基盤となる。
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　平成24年1月27日に第12回CEEシンポジウムが東京大学生産技術研究所コンベンションホールで開催された。

約260名の方々に参加いただいた。

　今回は3.11東日本大震災からの教訓を含め、日本のエネルギー需給についての戦略を考えることを目的に開催

した。資源小国である日本の中長期のエネルギー戦略において、資源・環境制約も大きくなってゆく中で、技術

開発、設備形成・運用、制度整備など様々な分野からの講演とパネルディスカッションを通して、エネルギー需

給における持続可能性を実現するための様々な視点の提示と、我が国のエネルギー戦略についての議論を行った。

　また、2月29日に、講師などの参加者有志で本シンポジウムの議論をとりまとめ、『日本のエネルギー戦略に関す

る提言』をCEEホームページにて発表した。http://www.energy.iis.u-tokyo.ac.jp/html_seminar/s20120127.html

第12回 CEEシンポジウム
「日本のエネルギー戦略を考える」

　2月 2 日㈭、エネルギー工学連携研究センターの主

催により、第11回コプロワークショップ「エネルギー・

物質の併産（コプロダクション）およびエクセルギー再

生による革新的省エネルギーと次世代産業基盤の構

築」を東京大学生産技術研究所コンベンションホール

で開催した。参加者は約 230 名と本ワークショップの

注目度の高さがうかがえた。地球温暖化や化石燃料の

枯渇など、環境問題の観点からエネルギーの削減が喫

緊な問題となっている。今回のワークショップではエ

東京大学工学部機械工学科　鹿園研究室　学部4年　大井 彰洋
「アブダビ石油大学を通じて感じたこと」

　今回UAEのアブダビにあるアブダビ石油大学（PI）を訪問し感じたことを、 “研究内容”“多様性”2つの面から
述べて行こうと思う。
研究内容
　PIでは石油発掘・環境保護に主眼を置いた研究が盛んであった、殆ど海外に赴いたことのないために実感を得
ることはなかったのだが、やはり研究分野は国の事情が大きく反映しているといえる。 日本は大規模な油田を持
たないために、石油発掘の研究に大規模な予算が組まれることは難しい。しかしPIでは音までも再現した発掘
現場の再現を行うなど、経済の大半を担う油田開発のための研究投資が積極的に行われていた。油田開発研究
を行う上でこれほど優れた場所はないのではないかと感じた。今回の訪問では、自身の研究分野である燃料電池
の研究をアラブではどのように行っているかを楽しみの1つとしていたので、多少残念ではあったのだが、国内
に留まるだけでは決して得られない経験ができたことは非常に有意義であった。 
　留学という面ではどうであろうか。国際化が叫ばれている時勢、自分も1度は海外で研究を行ってみたいと考
えているが、当たり前のことだが留学先では日本のように設備が整っているのか、また研究分野が自分の興味と
合致するものなのかについて検討しなければならないと強く感じた。今自分が研究に没頭できることを踏まえ、
改めて東京大学は恵まれた環境にあると思った。
多様性
　1週間滞在して感じたことは、UAEはどのような文化にも寛容な面をもつということである。デパートや街を
歩くと、様々な宗派の恰好をした人に出会い、食事では酒や豚肉料理は出ないものの、ホテルの中ではワインな
どを飲むことができ、タイ米ではあるが白米をはじめとした様々な料理があった。 特にアラブの魚料理はすばら
しかった。もちろん今回は招待された立場なので、日本人好みの場所のみ訪れていたのかもしれないが、少なく
ともPIには世界各国から人が集まっており（観光案内をして頂いた学生はシリア人とパキスタン人であった）海
外進出を目指す日本にとって、このような場は貴重な体験を生むことができると考えられる。 PIでは全てを英語
で行っていると聞いた、案内してくれた大学生だけでなく、ここで出会った人たちは流暢に英語を話していた、
街中でもアラビア語とともに英語が併記されており、住むことに
は何ら不便を感じなかった。 現地の人と会話するとき、みな積極
的に会話をしてくれ話しやすかった印象がある。日本人が差別を
受けることもないと思われる（少なくとも自分はなかった）これも
多様性からきたものだと思われる。UAEの文化については非常に
良い印象を持つことができた。 
　以上のことより、研究分野についてはよく考える必要はあるが、
留学や旅行しやすい地域であると思った。今回のような貴重な体
験をさせていただきありがとうございました。

　今回の訪問でThe Petroleum Institute（PI）を見学させていただいた。PIはスカラーシップを用意し、世界中
から生徒を集めている。また生徒だけではなく教授も世界中から集めており、今回対応していただいた先生方も、
ギリシャ、カナダ、アメリカなど様々な国の方々であった。機械工学、電気工学、化学工学など幅広い学科が設
置されており、設立後10年のキャンパスで自由に研究ができる環境が整っているように感じた。
　さらに今回のUAE訪問ではADCO（Abu Dhabi Company for Onshore Oil Operations）の油井を見学させて
いただいた。この時、環境問題に対する意識の高さに驚いた。石油漏洩に対し様々な対策がされており、沿岸部
の緑化に対しても意欲的で、マングローブの育成なども行われていた。これは見学前の想像とは大きく異なり、
産油国企業の地球環境に対する意識の高さを感じた。
　今回のUAE訪問を通じて、日本とUAEは石油などの資源の輸出入の関係だけでなく、移民政策の意見交換や
大学間での相互交流を行うことにより、より密接な関係を結ぶことができ、それは双方にとって大きなメリット
となるように感じた。

ネルギー削減をメインテーマとして扱い、特に自己熱再生技術による省エネルギー法が紹介された。午前の

セッションではセンター長 堤敦司教授から自己熱再生技術の概要と展開について説明がなされた。続いて、

新日鉄エンジニアリング株式会社の木内崇文氏が自己熱再生を実際に適用した例として、バイオエタノー

ル蒸留プロセスの開発について発表された。次に自己熱再生技術で重要な開発要素である圧縮機について、

現状と展望と題して、神戸製鋼所株式会社の西村真氏によって発表をいただいた。午前のセッションの最後

には東京大学の小谷唯氏が、圧縮に代わり自己熱再生を実現する方法として、磁気熱量効果を用い、それを

用いた熱循環システムについて解説した。午後のセッションでは、まず、東京大学の岸本啓研究員により、

革新的自己熱再生型化学吸収 CO2 分離技術の発表が行われ、昨今注目されている CCS（Carbon dioxide 

Capture and Storage）への自己熱再生技術の適用の例が示された。大川原化工機株式会社の大川原正明氏

により、自己熱再生を利用したヒートポンプ加熱を超える革新的省エネルギー型熱循環モジュールの研究

開発の現状について発表をいただいた。引き続き、東京大学の劉玉平氏がバイオマスや褐炭の乾燥に適用が

期待されている流動層を用いた自己熱再生型乾燥プロセスについて説明がなされ、最後の講演では苷蔗寂
樹特任助教によって石油精製・石化分野における自己熱再生技術の展開の可能性と適用例が紹介された。

現在注目されている省エネルギー技術であるため、各発表ごとに活発な質疑応答がなされた。

第1１回 コプロワークショップ
「エネルギー・物質の併産（コプロダクション）およびエクセルギー再生
　による革新的省エネルギーと次世代産業基盤の構築」
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主　催： 東京大学エネルギー工学連携研究センター（CEE）
共　催： 東京大学先端電力エネルギー・環境技術教育研究センター（APET）
 東京大学エネルギー・資源フロンティアセンター（FRCER）
日　時： 平成24年4月13日（金）  13:00～ 17:40
場　所： 東京大学生産技術研究所　コンベンションホール（An棟2階）

　再生可能エネルギーを基軸とした低炭素社会への移行は究極の目標であるが、東日本大震災での原発事故
を受け、短中期的には化石燃料の利用増加は避けられない。まずは、大規模集中型の火力発電の一層の高効
率化を実現する必要があるが、その一方で、投資や施工の容易さ、自立性、需給バランス調整、電力価格の上
昇見込み等の観点から化石燃料を用いた分散電源にも大きな注目が集まっている。例えば、系統平均発電効
率を超えるガスエンジンや、固体酸化物形燃料電池のような小型でも高効率な電源の市場投入が近年始まっ
ている。省エネと需給調整機能をいかに両立すべきか、本シンポジウムでは、中期的な観点で重要性を増す化
石燃料を利用した自家発電や分散電源のあるべき姿や将来について議論する。

第13回 CEEシンポジウム
「震災後のエネルギーの動向 －化石燃料と分散電源の役割－」

　2012年2月10日㈮、低炭素社会実現のためのエネ
ルギー工学寄付研究ユニット主催、エネルギー工学連
携研究センター共催による、第2回低炭素社会技術
フォーラムが、東京大学生産技術研究所コンベンショ
ンホールで開催されました。3.11東日本大震災後の日
本におけるエネルギーのあり方について各方面の講師
を招き、講演が行われました。
　今回のテーマが時流に乗ったものであった為、登録
開始後わずか1週間で会場の定員を超える申込みがあ
り、当日は約250名の各方面の方々に多数ご来場いた
だきました。

　前半では、経済産業省資源エネルギー庁需給政策室長の田中一成氏に、現行のエネルギー基本計画のご

説明と、現在検討されつつあるエネルギー基本計画の見直し状況についてご講演頂きました。続いて東京

電力技術部長の飯尾泰義氏から、震災後の被害状況と復旧活動の詳細を現場の写真と共にご説明頂き、計

画停電の実施状況、今後の需給対応策について、ご講演頂きました。続いて、今後のエネルギー需給バラ

ンス問題を荻本特任教授にご講演頂きました。

　後半では、原子力に代わるエネルギー供給策として期待されている高効率発電および石炭の重要性につ

いて金子祥三特任教授にご講演いただき、原祥太郎特任講師からは、SOFCのさらなる高性能化に向けて

の数値解析技術について、最新の研究成果を発表頂きました。

　最後に主催者である橋本彰特任教授より、震災後の地球温暖化対策をどうするかについての提案、各種

発電システムの評価および高効率発電技術の紹介、2030 年と 2050 年の年間総発電原価とCO2発生量の解

析を紹介し、今後の低炭素社会とエネルギーのあり方についての考えを示しました。

第2回 低炭素社会技術フォーラム
「低炭素社会の実現に向けて  －原子力政策の見直しと今後の有るべき姿－」

①エネルギー基本計画について　　
 経済産業省 資源エネルギー庁 需給政策室　室長　田中一成

②震災後の電力供給の復旧と今後の見通し
 東京電力株式会社　技術部長　飯尾泰義

③エネルギーシステムインテグレーション
 東京大学生産技術研究所　特任教授　荻本和彦

④石炭利用高効率発電
 東京大学生産技術研究所　特任教授　金子祥三

⑤SOFC素子の高性能化に向けた数値計算技術の開発　　　　　　　　　　　　　　
 東京大学工学系研究科　特任講師　原祥太郎

⑥低炭素社会の実現に向けて
 東京大学生産技術研究所　特任教授　橋本　彰

プログラムは6件あり、講演内容は以下の通りです。

Activity

　2012年2月2日、堤研究室（堤教授、苷蔗特任助教）と新日鉄エンジニアリング株式会社（高畠シニアマネージャー、
木内マネージャー）が、生産技術研究所・堤研究室が構築した自己熱再生理論を、共同でバイオエタノール蒸留プロ
セスに適用し、バイオエタノール製造に必要なエネルギーを大幅に削減することに成功したことを記者発表した。

バイオエタノール製造コストを大幅削減！
～自己熱再生理論を用いた省エネ蒸留プロセス実証試験～
堤研究室

　自己熱再生理論とは、一切加熱することなく自己熱を循環利用する省
エネルギーなプロセス設計理論のことであり、自己熱再生理論を用いるこ
とで、蒸発、濃縮、乾燥、反応、分離等、ほぼ全てのプロセスにおいて、
燃焼加熱に比べてエネルギー消費を1/5～1/20と大幅に削減できること
が、これまでのシミュレーションによる検討で予想されていた。
　独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委
託事業「セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業」におい
て、自己熱再生理論を新日鉄エンジニアリングと東京大学がバイオエタノ
ール蒸留プロセスの設計に導入し、実証試験によって従来の蒸留プロセ
スで消費するエネルギーを約85%削減できることを明らかにした。この自
己熱再生理論を実証したのは今回が世界初である。
　バイオエタノールはCO2削減の手段として期待されているが、その製
造段階では化石燃料を使用し、製造で消費するエネルギーを極力少な
くする必要がある。特に蒸留工程は全体のエネルギー消費の半分以上
を使用しており、省エネルギー化が望まれていた。今回の技術開発の成
果は、エタノール製造で消費するエネルギーを半分以下にでき、製造コ
ストも大幅削減が期待できる。

実証実験装置
新日鉄エンジニアリング
北九州環境技術センター内
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編集・発行
東京大学エネルギー工学連携研究センター
〒153-8505　東京都目黒区駒場4-6-1　東京大学生産技術研究所内
　TEL：03-5452-6899　FAX：03-5452-6728
　http://www.energy.iis.u-tokyo.ac.jp/index.html

【お願い】
CEE Newsletterの記事を転載または引用する際
には、掲載する刊行物にその旨を明記し、該当刊
行物を東京大学エネルギー工学連携研究センター
事務局までお送りくださいますようお願いいたします。

CEE Newsletter　No.13　2012年3月30日

　10:00 - 10 :10 開会あいさつ 東京大学理事・副学長　松本 洋一郎
［第１部］　海洋・水資源 
　10:10 - 11 :00 ⑴海洋エネルギーと資源 東京大学生産技術研究所　教授　浦　　環
　11:00 - 11 :50 ⑵水資源について 東京大学生産技術研究所　教授　沖　大幹
　11:50 - 13 :00 休　憩
［第２部］　金属・非金属資源 
　13:00 - 13 :20 ⑴金属資源と人間の限界 東京大学理事・副学長　前田正史
　13:20 - 14 :20 ⑵鉱物資源とその将来 京都大学 名誉教授　西山　孝
　14:20 - 15 :30 ⑶資源からメタルへ－レアメタル 東京大学生産技術研究所　教授　岡部　徹
　15:30 - 15 :50 休　憩
［第３部］　エネルギー資源 
　15:50 - 16 :40 ⑴石油・天然ガス資源 東京大学工学系研究科　教授　佐藤光三
　16:40 - 17 :30 ⑵メタンハイドレート 東京大学工学系研究科　准教授　増田昌敬
　17:30 - 18 :20 ⑶石炭資源 東京大学生産技術研究所　特任教授　金子祥三
　 閉会あいさつ

主　催： 先端エネルギー変換工学寄付研究部門（AECE）
共　催： エネルギー工学連携研究センター（CEE） 
　　　　エネルギー・資源フロンティアセンター (FRCER）
　　　　サスティナブル材料国際研究センター（IRCSM） 

　2011年3月11日の東日本大震災以降、日本のエネルギー情勢は大きく変化し、また産業や生活を支える鉱物資源
や化石燃料にも大きな影響が出ています。自給率の低い日本では海外から輸入せざるを得ないため、国際的視点が
欠かせません。いかにしてエネルギーや資源を確保し、国民の生活基盤や国の安全保障をゆるぎないものにするか
が重要です。今回は特に資源問題に重点を置き、海洋・水資源、金属・非金属の鉱物資源、化石燃料について今後
どのように対処していくべきか、その課題を明確にすると共に、進むべき道について日本を代表する研究者が講演
致します。

■お申込み：4月４日受付開始。ホームページのWeb申込みフォームよりご登録ください。
 http://www.kaneko-lab. i is .u-tokyo.ac. jp
■お問合せ：東京大学エネルギー工学連携研究センター（CEE）　北川
 電話：03-5452-6850　ファックス：03-5452-6849　電子メール：aece@iis.u-tokyo.ac.jp

日　時：平成24年5月18日（金）  10:00 ～ 18:20 （受付開始9:30） 
会　場：東京大学伊藤国際学術研究センター （東京大学本郷キャンパス、赤門横）
定　員：390名（定員になり次第申込締切）
参加費：無料

プログラム

第7回 技術フォーラム
「エネルギーと資源について考える －これからの日本の進むべき道－」


